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3. 戦時から平時へ−−1947 年軍事予算法  
4. 非伝統的軍事予算としてのガリオア
5. 米国の海外援助政策と「極東のECA」
6. 見返資金−−特別会計の波紋  
第１章のまとめ



















































































































































































































明らかにした点である。沖縄における情報政策は、1957 年までの CIE による活動は比較的
知られているが、それを継承した米民政府広報局による情報発信、情報収集、文化会館の
運営管理、さらに米軍情報部、極東放送、第七心理戦部隊、VOA、FBIS などとの連携といっ
た広範にわたる活動と組織編成を体系的に明確にしたことは、沖縄研究のみならず、日本
と東アジアにおけるメディアと広報の歴史研究にとって大きな意義がある。
第三の意義は、占領統治下の沖縄における情報政策を、米国の情報政策全体の中に位置
づけ、米国の大統領府や国務省、国防総省などの行政府の決定が公共圏へ出て行く政治コ
ミュニケーションの過程で、議会とメディアをあわせて行政側にとっての関門として捉え
た点である。この視点により、沖縄における情報政策の議論を、沖縄と日本の問題、ある
いは日米関係に閉じ込めてしまうことなく、世界の各地に駐留する米軍によって行われる
住民管理政策に含まれる宣伝広報活動に共通した、米軍軍事主義と民主主義の矛盾とその
カモフラージュの問題として摘出し、より普遍的な政治宣伝及び対外広報の問題として提
示することが可能となった。
最終口頭試験及び論文審査委員会では、審査委員より以下の点が指摘された。
第一には、沖縄における情報政策の評価と影響に関する議論が不十分と思われること、
第二には、一部を陸軍省の民事活動をめぐる議論、二部を国務省の指令に基づく広報宣伝
活動に関する議論と分けた構成が、やや整合性を欠いたように見受けられ、同時期である
だけに重ねて論じた方が適切と思われること、第三に、情報政策の立案・実施者の側の文
書を精査した実証的な研究であるが、資料を超えた議論、特に情報政策を受けた沖縄の人々
9への影響に関する議論が足りないこと、第四には、経済政策と情報文化政策とは一体性が
高かったので、一緒に検討すべきであること、以上のような点が指摘された。なお、本論
文は、提出に先立って出版され、2016年 2月に第 43回伊波普猷賞を受賞した学位申請者の
著書『米国の沖縄占領と情報政策－軍事主義の矛盾とカモフラージュ』(春風社)を約三分
の二に削って新たに編み直されたものであり、以上に指摘された課題は、記述をより絞っ
たための限界に由来する側面もあり、より質の高い今後の研究を期待しての助言というべ
きものであり、論述の補強と改善によって対応できる範囲のものと考えられる。
４．結論
本論文は、米国の公文書、特に連邦議会記録と琉球列島米国民政府（USCAR）広報局の文
書に基づいて、米国による沖縄占領統治期における沖縄の住民に対する情報政策を明らか
にした歴史的な実証研究である。本論文は、沖縄戦から日本本土復帰に至るまでの沖縄に
おける米国の対外情報政策を明らかにすることにより、沖縄の近現代史研究の進展に貢献
するばかりでなく、日米関係史および日本政治史はもとより、東アジアにおける政治宣伝
の研究や、世界各地での駐留米軍の情報政策に共通する課題に対するアプローチに大きな
示唆を与え、さらには国際的政治コミュニケーションにおける軍事主義と民主主義の矛盾
という、より普遍的な考察へと導く幅広い射程を持つ研究である。審査員一同は、これら
の学術的貢献を高く評価し、本論文を博士（政治学）の学位を授与するにふさわしいもの
であると判断する。
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